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論文
二部門経済に関する予備的考察＊
?
江 義
はじめに
本論は，二部門経済の長期理論を考えるための予備的作業として企まれた。
長期は短期の累積である，との考えから，ここでは経済の短期的決定メカニズ
ムに議論が限定される。
そうした場合にも，経済を見る視点をどこにすえるかによって，画かれる経
済模型の性格もかなり異ったものとなるだろう。そのことを意識して，性格の
異なるいくつかのモデルを整理し対比することが本論の目的である。
それらのモデルに共通した仮定をあらかじめまとめるなら，次のようにな
る。
(A. 1) 2種の財が存在し，第 1財は消費のためにのみ用いられ（消費財），
第2財は生産のためにのみ用いられる（資本財）。
(A. 2) 各財は，その生産のために，資本財と労働とを必要とする。
(A. 3) 各産業はただ 1つの生産技術をもつ。
(A. 4) 生産期間を無視する。
(A. 5) 資本財は磨滅損耗しない。
＊本論の草稿の段階で，元木久助教授をはじめ関西大学経済学会の方々より有益な助言を
いただいた。記して謝意を表します。
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(A. 6) 労働は等質的である。
(A. 7) 商品市場および労働市場は共に競争的である。
(A. 8) 労働者は貯蓄しない。資本家は所得の一定割合を消費する。
(A. 9) 技術変化は存在しない。
1. モデルの完結性
二部門モデルを構成するまえに，一般的に多部門モデルによって，モデルが
完結するための条件を求める。
部門数をn(L 2)として，財市場の需給バランスを考えば，
(1) Ax+f=x 
x=n次元粗産出量ベクトル
f=n次元純産出量ベクトル
A=投入係数行列 (n行n列）
が成立する。上式がフローの均衡を表わすのに対し，固定資本財の完全操業を
意味するストックの均衡は
-(2) K=疏 e
K=固定資本供給ベクトル1)
B=資本係数行列
合=x;(i= 1, 2, …,”）を対角要素とする対角行列2)
e=各要素が 1のn次元ベクトル
となる。 (2)は形式的にn個の方程式を表わすが，実際には，方程式の数は固定
資本財の数m (<n)に等しい。
次に，価格ベクトル， （貨幣）賃金率，利潤率，労働投入係数ベクトルをそ
1)短期では与えられた一定値とされる。
2)一般に， Zをベクトルとするとき，その第i要素を Zヽ で表現する。
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れぞれp,w, pおよびlとすれば
(3) (A'+PB')p+wl=P 
が成立する。（〔2〕）
さらに，我々は常に，経済全体として
(4) 投資総額＝貯蓄総額
という関係式を利用しうる。
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以上において，未知数 (x,f, P,. wおよびP)は (3n+2)個あり，方程
式は (2n+m+1)個あることがわかる。任意の財をニューメレールにとる
ことによって，価格変数の数をひとつ減らすことができるから，結局，上の方
程式体系においては (n-m)個の変数が未決定となるa)。
したがって，モデルの完結性を期するためには，何等かの方法により (n-
m)個の純産出量を特定化することが考えられる。もし完全雇用の条件をひと
つ加えても，未決定な変数が残るという上の性格は変らない。
しかるに，二部門モデルにおいては，困難は容易に除かれうる。 n=2, m= 
1とすれば， n-m=1であるから，我々は (1)~(4)の他にひとつの式を加えれ
ばモデルは完結する。
2. モデルー一〔N〕4) 
前節によって明らかなように，二部門モデルを完結させるためには， (1)~(4)
には示されなかった他の条件をひとつ加えればよい。この節では，労働の完全
雇用を満たすモデルを考え，その性格を明らかにする。
先の仮定に次の 1つを加える。
3)資本ストックの均衡条件をはずせば，”個の変数が末決定となる。そこでfを外生的
に与えるなら，通常の産業連関オープン・モデルと同じ性格になる。
4)このモデルは基本的に〔4〕と同じである。
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(A. 10) 資本財は部門間を自由に移動する。
モデル一〔N〕
(N. 1) K=b21xけ b22四
(N. 2) X1 =W(/1Xけ知）+cPqK 
(N. 3) L=屈 +/2匹
(N. 4) Pqb21 +w/1 = l 
(N. 5) Pq如＋叫=q
上のモデルにおいて， b2;は第j部門における資本係数， l;は第j部門にお
ける労働投入係数，であり， <t>=w/pぃ q=加IPゎそして kおよび Lは，そ
れぞれ資本ストックと労働供給量として短期には与えられた定数である。 Cは
資本家の平均消費性向である。
変数は”ぃ X2,<t>, Pおよびqであるからモデルは完結している。 (N.1)
は資本設備の完全稼動を， (N.2)は貯蓄と投資との均等を， (N.3)は労働
の完全雇用を，それぞれ表わしている。
〔モデルの性格〕
（イ） ただちに明らかなことは，各部門の生産量5)が全く技術条件によって決
定され，したがって各部門の雇用量も技術条件のみによって決まることであ
る。
Xi= Cl2K-b22L)/(b21l2 -b22ん）
x2=Cl1K-b21L)/(b22li-b21l2) 
（口） c;J, pおよびqは技術条件とともに資本家の貯蓄行動（または消費行動）
によっても影響を受ける。たとえば，
a>= (b21幻1-cK)/(b21L-cl1K)
5)中間生産物や資本の減耗がないので，粗産出量と純産出彙とは等しい。
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州経済全体の成長率 (xdK)も技術条件によって決定される。貯蓄と投
資との均等条件の直接的表現は， (1 -c) PK=x2であるが，このモデルにお
いては xdKがまず技術条件によって決まり， (1 -c) P=い/Kとなるよう
にPが調整的に決まる。
3. モデルー一〔C〕
完全雇用条件をとりのぞき，かわりに資本家の投資行動を明示的に導入した
場合にモデルの性格はどのように変わるか。 CA.1) ~ CA. 10)までの仮定
は前節と同じである。
モデルー 一ー CC〕
(C. 1) K=b21x1 +b22四
c. 2) 匹 =sPK(ただし s=1-c) 
(C. 3) g=g (P), 炉匹!K
(C. 4) Pqb21+鴫 =l
(C. 5) Pq知＋叫=q
上のモデルにおける c.2)と前節の (N. 2)とは同じ意味の異った表現
である。 c.3)は (3〕による投資関数を表わし， g'>0, g"< 0を満たす
ものとする。投資関数論は極めて複雑であり，上の c.3)は単純すぎるかも
しれないが，資本家の能動的な行動を導入することによって先のモデル (N〕
と対比させる目的にとっては便利である。
（モデルの性格〕
（イ） このモデルにおいては，投資行動が中心的な役割をはたす。その結果，
投資水準と利潤率とが相互関連的に決定する（第1図）。
均衡値は (C.2)とc.3)との 2つの方程式の解として求められ，均衡投
資水準 X2*と均衡利潤率 p*とが決定する。 （図における P**は不安定な均衡値
であり，ここでは考慮しない。〔3〕p. 48-49をみよ。）そして， p*と X2*とに対
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g=x,/K 
x,* /K 
1 =b, 淫 +b22辛研K K 
?
<,J 
第 1 図
応して X1,W およびqの均衡値が決定する。
Xi =(K-b22X2)/b21 
ID=(1 -b22P)/(,1P+li) 
q=l2/(JP+/i) 
ここに J=b21l2-b22li 
（口） 各部門の生産量は投資需要 (g関数）によって決まるから，各部門の雇
用量もまた投資需要によって影響を受ける。第 1図においては，労働力人口の
豊富な経済を前提にして LIK=(/1X1+l2X2)/K直線が画かれているが，そこ
では失業が存在する6)。
り 利潤率が上昇（したがって実質賃金率 Cが下落）すれば，消費財部門の生産
6) 労働の供給=L~lix1+l2ダ2==労働の需要
22 
二部門経済に関する予備的考察（堀江）
量は相対的に低下する。なぜなら， (C.1)より
x1/x2 = (K/xz -b22)/b21 
=(1/g(P)-b22)/b21 
したがって
d(x1/匹）/dP= -g'(P)/ 〔b21{g(P)戸〕く 0
また
dw/dP= -b21l2/(&P十ん）2<0 
であるから。
4. モデルー一〔M〕
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投資行動の主体は資本家であるが，資本家が完全雇用をめざして投資をする
と考えるのは不自然であろう。また，投資の主体は，消費財部門の資本家と資
本財部門におけるそれと，二者存在するはずであるが，前節まではその区別を
しなかった。
前述の 2つのモデルにおいては， (A.10)によって，資本財が部門間を自由
に移動しうると考えたが，この節では，かわりに (A.10')を仮定する。
(A. 19') 各部門における資本財は，ひとたび設置されれば他部門へ移動し
えない。
資本財の部門間移動が可能か否かによってモデルの性格がどのように変る
か，そのことを確かめる意味で，簡単なもうひとつのモデルを構成する。その
場合，資本ストックの完全操業を保証するとともに商品の需給一致を満たす経
済を均衡とする点では前述のモデルと変りない。
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モデルー 一ー CM)
(M. 1) K占匹Ci=1 , 2) 
(M. 2) X2 =sPK ． 
(M. 3) qK1 =ru/2匹 +cPqK2． 
(K1==dK1/dt, t=時間）
(M. 4) Pqb21+叫 =l
(M. 5) Pq如＋叫=q
上のモデルは， X1,X2, K1, <1', pおよびqを変数とし， 6個の式から成る
ので完結している。 (M.1)は資本の完全操業を， (M.2)は商品の需給一致
を意味している。 (M.3)は前述の 2つのモデルには現われなかったものであ
る。貨幣のない経済においては，両部門間の交換は商品によって行わなければ
ならない。第 1部門から資本財を K1だけ購入し，それを同じ部門で投資す
る。第2部門の資本家は，自己の消費する部分と同一部門内の労働者への賃金
部分とを第 1部門から購入しなければならない。それによって両部門間の商品
交換が生れ，両者は価値額で等しいものを互いに相手から手に入れる。それが
(M. 3)によって意味されていることである。
(M. 3)式が現われるかどうかは， (A.10)を仮定するか (A.10')を仮定
するかに依存する。資本財の自由な移動を仮定するかぎり，同一の資本財が常
にある財の生産から他の財の生産に転化できるか‘ら，投資量k1のすべてが第
2部門からの購入であると確定することができない。 K1の一部は第2部門で
の既存の資本設備を資本財生産から消費財生産へと用途を転換させたものであ
るかもしれず，その場合は，同一の資本家が自己の保有する資本設備の用途を
変えたものであるから，その部分は交換の場に現われてこない。かくして，我
々のモデル (N〕およびc〕においては (M.3)は現われず， (M〕におい
ては (A.10')の仮定に伴って (M.3)が現われる。
次に，このモデルの解（均衡値）の存在を確かめる。
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(M. 1)と (M.3)とから
． 
qbu氏＝（叫+cP如）Kz 
ここへ (M.5)よりえられる叫=q-Pq如を代入して
． 
qb22K1=q{ 1 -(1-c) Pb22}K2 
． 
したがって， G戸氏/K;(i= 1, 2)とおけば，
(5) G1=k Cl/如ーSP),
ただし k==ふIK1
一方， CM.1)より
． 
l/b22=工2/K2=CK1+ふ）IK2 
であるから，
(6) G叶 kG2=k/b22
． 
さらに， G=K!Kとすれば
. . . 
K(K/ K) = K1 (Kil K1) + K2 (K2/ K2) 
であるから，
(7) KG=K1GけふG2
が成り立つ。
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さて，短期においてふおよびふ（したがってK)は与えられるから， (M.
1)より均衡産出量は確定する。したがって， CM.2)から均衡利潤率Pも決
定する。同時に G(=x2/K) =sPも決定する。 Pの決定によって Q)とqとが決
まるのはモデル CC)の場合と同じである。また， (5)によって G1, したがっ
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第 2 図
てふも決定する。
これらの解は一意的であることは簡単な図によって示される。 (5)を(6)に代入
して， G戸 SPをうるから， G1およびらを図示すれば第2図のようになる。
ところで，すでに助らかなように， G=G2=sPであるから， (7)によって
ふG1= CK -K2)G=氏G
したがって G=G1=らとなり，図の E点が唯一の均衡点である。 E点の座標
は
(k k 
s(k+ 1)b22'(k+ 1)b22) 
である。
かくて我々は，各部門の投資関数を導入するまでもなく，部門間交換の必要
性という条件を加えることによって，必然的に両部門が同じ成長率で蓄積しな
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ければならないという結果をうる5)。
5. 附言
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本論は，二部門経済に関する今日までの多くの成果の大部分に触れていな
い。とりわけ，資本と労働との代替，貯蓄関数の型，技術変化，それらを含め
た長期成長径路とその安定性，などの諸テーマが論ぜられるべきであろう。
それらの諸テーマについては，本論に示された異った性格のモデルのいずれ
を一般化する形においても論じうる。
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